
千葉市一般競争入札による物品調達実施要領
（趣旨）
第１条　この要領は、千葉市財政局資産経営部契約課が一般競争入札（政府調達協定一般競争入札を除く。）により物品調達等を実施する場合の取扱いについて、千葉市契約規則（昭和４０年規則第３号。以下「規則」という。）、入札約款、電子入札約款及び千葉市電子入札運用基準（その他法令等に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（対象案件）
第２条　この要領の対象となる物品調達等（以下「対象案件」という。）は、契約課長へ調達依頼があったもののうち、１件の調達案件に係る予定価格が規則第２１条の２に定める随意契約ができる額を超えるもので、契約課長が一般競争入札によることが適当と認めるものとする。
（入札参加資格等）
第３条　この要領による入札に参加できる者は、次の各号のすべてに該当する者とする。
（１）千葉市物品入札参加資格の審査を受け、資格を有すると認められている者であること。
（２）中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に規定する中小企業者（以下「中小企業」という。）に該当する者であること。ただし、契約課長が必要と認めるときは、中小企業以外の者についても参加させることができる。
（３）千葉市内に本店を有する者（以下「市内業者」という。）であること。ただし、契約課長が必要と認めるときは、市内業者以外の者についても参加させることができる。
（４）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者で、次のいずれにも該当しないものであること。
ア　手形交換所による取引停止処分を受けてから、２年間を経過しない者
　　イ　対象案件の開札日前６か月以内に不渡手形又は不渡小切手を出した者
ウ　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の更生手続開始の申立てをした者で、同法に基づく裁判所からの更生手続開始の決定がなされていないもの
エ　民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の再生手続開始の申立てをした者で、同法に基づく裁判所からの再生計画の認可の決定がなされていないもの
オ　千葉市物品等入札参加資格者指名停止措置要領に基づく指名停止措置等を入札参加申請期限の日から開札までの間に受けている者
カ　千葉市内において、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）に違反している者
キ　千葉市入札契約に係る暴力団対策措置要綱（平成２４年４月１日施行）別表各号に規定する措置要件に該当する者
２　契約課長は、前項に定めるもののほか、対象案件ごとに入札参加資格を設けることができる。
（入札の公告）
第４条　対象案件の公表は、次の各号の方法により契約課長が指定した日に行い、原則として１０日以上の公告期間を設けるものとする。
（１）千葉市ホームページでの公表
（２）掲示場での掲示
（３）入札情報サービスでの公表。（電子入札案件に限る。）
（入札参加資格確認申請書の提出）
第５条　電子入札案件における入札参加者は、公告で示された入札参加資格を有していることを証する一般競争入札参加資格確認申請書（様式第１号）及び入札参加資格の確認に必要な資料の提出が求められている案件についてはその資料（以下「申請書等」という。）を、電子入札システムにより、入札参加申請期間内に提出しなければならない。
２　紙入札案件における入札参加者は、申請書等を、紙媒体により、入札参加申請期間内に契約課に提出しなければならない。
（質問回答書及び同等品確認申請書の提出）
第６条　入札参加者は、仕様書等に関する質問がある場合は、対象案件ごとに指定された日時までに、契約課に質問回答書を提出するものとする。
２　入札参加者は、対象案件が同等品での入札が可能である場合において、参考商品以外での入札を行いたいときは、対象案件ごとに指定された日時までに、契約課に同等品確認申請書等を提出しその可否の判断を受けるものとし、同等品として承認を得ていない商品で見積もられた入札は無効とする。
（質問に対する回答及び同等品確認申請に対する結果通知）
第７条　質問に対する回答及び同等品確認申請に対する結果通知は、千葉市ホームページに掲載する。

２　前項により承認を得た同等品の申請内容に虚偽、錯誤等があり、契約締結後に仕様要件を満たしていないことが判明した場合には、当該仕様書に誤りが認められない限り、その一切の責任は契約の相手方に帰属するものとする。
（入札書の提出）
第８条　電子入札における入札書の提出は、電子入札システムを使用するものとする。入札参加者は、指定された日時までに電子入札システムを使用して入札書を提出することとし、電子入札システム以外による入札書の提出は原則として認めないものとする。
２　紙入札における入札書の提出は、指定された方法に従い、紙媒体の入札書等を提出するものとする。
（開札）
第９条　開札は、入札参加者が１者である場合であっても、原則として執行するものとする。
（落札候補者）
第１０条　開札においては、予定価格の制限の範囲内で、最低制限価格が設定されている場合は最低制限価格以上の価格で入札した者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行ったものを落札候補者とし、落札決定を保留するものとする。
２　前項に該当する者が複数いる場合は、くじにより落札候補者を定めるものとする。
（落札者の決定等）
第１１条　落札者の決定にあたって行う入札参加資格の有無の確認及び入札参加資格がないと認める場合の理由の審査（以下「資格確認」という。）は、開札日時を基準として、第５条により落札候補者の提出した申請書等に基づき、当該候補者に対してのみ行うものとする。
２　資格確認の結果、落札候補者について入札参加資格があると認めた場合は、当該候補者を落札者として決定しなければならない。この場合において、落札者への資格確認の結果に係る通知は、落札者決定通知をもって代えることができるものとする。
３　落札者の決定は、原則として、開札日の翌日までに行うものとする。この場合において、開札日の翌日が千葉市の休日を定める条例（平成元年千葉市条例第１号）に規定する市の休日（以下「市の休日」という。）にあたる場合は、その翌日とする。
４　市長は、資格確認の結果、落札候補者について入札参加資格がないと認めた場合は、その者の入札を無効とし、当該候補者に対し、一般競争入札参加資格確認結果通知書（様式第２号）により通知を行う。
５　前項の場合において、予定価格の制限の範囲内で当該候補者に次いで低い価格をもって有効な入札を行った者（以下「次順位者」という。）を新たな落札候補者とし、資格確認を行う。この場合において、次順位者について入札参加資格がないと認めた場合はその者の入札を無効とし、順次、同様にして入札参加資格があると認める者が確認されるまで資格確認を行う。
６　第１０条第２項の規定は、前項の次順位者及び当該次順位者の入札が無効となった後に資格確認を行うこととなった者についてこれを準用する。
（理由の説明）

第１２条　資格確認の結果、入札参加資格がないと認めた者は、その旨の通知を受け取った日から３日（市の休日を含まない。）以内に、その理由について書面により市長に説明を求めることができる。
２　市長は、前項の説明請求があった場合は、請求の日から３日（市の休日を含まない。）以内に、一般競争入札参加資格確認結果回答書（様式第３号）により回答するものとする。
（落札者等の公表）
第１３条　落札者名及び契約金額は、千葉市ホームページにおいて公表するものとする。
　　　附　則
　この要領は、令和２年１１月１日から施行する。
附　則
　この要領は、令和６年４月１日から施行する。
　なお、従前の様式についても当分の間、使用できるものとする。
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